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推進標語
「道路ふれあい月間」

「 

朗
ら
か
に

言
え
た
朝 

」

『
お
先
に
ど
う
ぞ
』が

４ ９
634

り
、
地
方
の
要
望
に
応
じ
て
道

路
整
備
に
充
て
る
こ
と
が
で
き

る
と
し
て
い
る
。

　

な
お
、
「
防
災
・
減
災
、
国

土
強
靱
化
の
た
め
の
５
か
年
加

れ
た
光
フ
ァ
イ
バ
ー
等
は
多
量

の
情
報
を
運
ぶ
。

　

災
害
時
に
お
い
て
は
、
救
急

救
命
、
救
援
物
資
の
運
搬
を
支

え
る
、
人
々
の
命
と
く
ら
し
を

守
る
生
命
線
と
し
て
の
役
割

も
担
っ
て
い
る
。
コ
ロ
ナ
禍

で
は
、
人
の
移
動
は
激
減
し
た

が
、
国
民
の
ス
テ
イ
ホ
ー
ム
を

支
え
た
の
は
モ
ノ
と
情
報
の
流

れ
で
あ
っ
た
。

　

こ
れ
ら
人
・
モ
ノ
・
情
報
の

移
動
に
よ
り
、
地
域
・
ま
ち
が

つ
な
が
っ
て
、
国
民
生
活
や
経

済
活
動
が
営
ま
れ
る
。

　

平
時
・
災
害
時
を
問
わ
ず
安

定
し
た
人
・
モ
ノ
・
情
報
の
移

動
を
確
保
す
る
た
め
に
、
近
年

の
技
術
革
新
も
踏
ま
え
、
道
路

の
更
な
る
機
能
向
上
が
求
め
ら

れ
て
い
る
。

○
旅
客
輸
送
（
人
）
の
自
動

車
分
担
率
１
：
約
77
％
（
う
ち

１
０
０
㎞
未
満
の
国
内
旅
客
輸

送
（
人
）
の
自
動
車
分
担
率
約

96
％
）

○
貨
物
輸
送
（
ト
ン
）
の
自
動

車
分
担
率
２
：
約
84
％
（
う
ち

１
０
０
㎞
以
下
の
貨
物
輸
送

（
ト
ン
）
に
お
け
る
自
動
車
分

担
率
：
約
94
％
）

○
品
目
別
の
ト
ラ
ッ
ク
輸
送

分
担
率
２
：
野
菜
・
果
物
約
96

％
、
水
産
品
約
99
％
、
衣
服
・

身
の
回
り
品
約
99
％

○
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
高
速
道

路
の
交
通
状
況
３
：
小
型
車
は

最
大
８
割
減
、
大
型
車
は
最
大

２
割
減
（
２
０
２
０
年
の
１
度

目
の
緊
急
事
態
宣
言
下
の
対
前

年
比
）

（
２
）
地
域
・
ま
ち
を
創
る

　

道
路
は
、
地
域
・
ま
ち
の
骨

格
を
つ
く
り
、
環
境
・
景
観
を

形
成
し
、
日
々
の
暮
ら
し
や
経

済
活
動
等
を
支
え
る
環
境
を
創

出
す
る
。

　

地
域
・
ま
ち
の
中
の
人
・
モ

ノ
の
流
れ
を
整
流
化
し
、
人
々

が
滞
在
し
交
流
す
る
賑
わ
い
の

場
や
電
気
・
ガ
ス
・
水
道
・
光

フ
ァ
イ
バ
ー
等
の
ラ
イ
フ
ラ
イ

ン
の
収
容
場
所
と
し
て
も
活
用

さ
れ
る
。
ま
た
、
災
害
時
に
お

い
て
は
、
避
難
場
所
等
と
し
て

の
役
割
も
担
う
。

　

か
つ
て
道
路
は
人
々
の
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
育
む
場
で

あ
っ
た
が
、
モ
ー
タ
リ
ゼ
ー
シ

ョ
ン
の
進
展
に
よ
り
そ
の
機
能

が
失
わ
れ
つ
つ
あ
る
。
空
間
の

利
活
用
の
ニ
ー
ズ
も
変
化
し
て

き
て
お
り
、
よ
り
一
層
魅
力
的

な
地
域
・
ま
ち
を
創
造
す
る
た

め
、
地
域
の
創
意
工
夫
で
道
路

を
柔
軟
に
利
活
用
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
い
る
。

○
国
土
に
占
め
る
道
路
面
積
４

：
約
１
１
０
万
ｈ
ａ
（
国
土
面

積
の
約
３
％
、
秋
田
県
の
面
積

相
当
）

○
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
道
路
占

用
割
合
５
：
電
気
管
路
１
０
０

％
、
通
信
管
路
約
95
％
、
ガ
ス

約
90
％
、
上
下
水
道
１
０
０

％
、
地
下
鉄
約
77
％

○
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
沿
道
飲

食
店
等
の
路
上
利
用
の
占
用
許

可
基
準
の
緩
和
６
：
全
国
、
約

４
２
０
箇
所
で
取
組
を
実
施

（
Ｒ
３
年
７
月
７
日
時
点
）

［
出
典
］

１
：
国
土
交
通
省
「
第
６
回
全

国
幹
線
旅
客
純
流
動
調
査
」

２
０
１
５
年

２
：
国
土
交
通
省
「
第
10
回

全
国
貨
物
純
流
動
調
査
」

２
０
１
５
年

３
、５
、６
：
国
土
交
通
省
道
路

局
調
べ

４
：
道
路
面
積
：
国
土
交

通
省
「
道
路
統
計
年
報

２
０
２
０
」
、
国
土
面
積
、
秋

田
県
面
積
：
国
土
地
理
院
「
令

和
４
年
全
国
都
道
府
県
市
区
町

村
別
面
積
調
」

《
２
．
目
指
す
べ
き
社
会
像
》

　

道
路
が
持
つ
〝
人
・
地
域
を

つ
な
ぐ
〟
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
し

て
の
機
能
と
〝
地
域
・
ま
ち
を

創
る
〟
空
間
と
し
て
の
機
能
を

最
大
限
活
か
し
、
国
民
の
く
ら

し
や
経
済
を
し
っ
か
り
と
支
え

て
い
く
必
要
が
あ
る
。
他
の
交

通
手
段
と
も
連
携
し
つ
つ
、
世

界
一
安
全
（
Ｓ
ａ
ｆ
ｅ
）
、
ス

マ
ー
ト
（
Ｓ
ｍ
ａ
ｒ
ｔ
）
、
持

続
可
能
（
Ｓ
ｕ
ｓ
ｔ
ａ
ｉ
ｎ
ａ

ｂ
ｌ
ｅ
）
な
道
路
交
通
シ
ス
テ

ム
を
構
築
し
、
以
下
の
社
会
の

実
現
を
目
指
す
。

〈
２
面
に
続
く
〉

令和５年度道路関係予算概算要求概要
事業費　5兆8,766億円（対前年度比1.23）　　　国費　2兆5,176億円（対前年度比1.19）

道路関係予算概算要求総括表

防災・安全交付金　国費

社会資本整備総合交付金　国費

9,677億円（対前年度比1.19）
6,900億円（対前年度比1.19）

速
化
対
策
（
令
和
２
年
12
月
11

日
閣
議
決
定
）
」
、
「
現
下
の

資
材
価
格
の
高
騰
等
を
踏
ま
え

た
公
共
事
業
等
の
実
施
に
必
要

な
経
費
」
、
「
高
速
道
路
の
料

金
割
引
に
必
要
な
経
費
」
に
つ

い
て
は
、
事
項
要
求
を
行
い
、

予
算
編
成
過
程
に
お
い
て
検
討

す
る
と
し
て
い
る
。

《
１
．
道
路
の
機
能
》

（
１
）
人
・
地
域
を
つ
な
ぐ

　

道
路
は
、
人
や
地
域
を
相
互

に
つ
な
ぎ
、
人
・
モ
ノ
・
情
報

の
移
動
を
支
援
す
る
。

　

通
勤
、
通
学
、
買
い
物
等
の

日
常
生
活
の
移
動
や
、
レ
ジ
ャ

ー
や
観
光
な
ど
広
域
的
な
人
の

移
動
を
支
え
る
。
ま
た
、
食

料
品
や
日
用
品
な
ど
の
生
活

物
資
、
農
林
水
産
品
や
工
業
製

品
な
ど
の
モ
ノ
の
輸
送
を
支
え

る
。
さ
ら
に
、
道
路
に
敷
設
さ

　

国
土
交
通
省
は
、
８
月
25
日
に
令
和
５
年
度
予
算
概
算
要
求
概
要
を
公
表
し
た
。

　

道
路
関
係
の
予
算
概
算
要
求
概
要
は
、
事
業
費
５
兆
８
，
７
６
６
億
円
（
対
前
年
度
比
１
・

23
）
、
国
費
２
兆
５
，
１
７
６
億
円
（
対
前
年
度
比
１
・
19
）
と
な
っ
て
い
る
。

は
じ
め
に
　
～
道
路
の
機
能
と
目
指
す
べ
き
社
会
像
～

（単位：百万円）

区　分
令和5年度（A） 前年度（B） 倍率（A）／（B）

備　考
事業費 国費 事業費 国費 事業費 国費

直 轄 事 業 1,902,600 1,902,600 1,594,329 1,594,329 1.19 1.19 
１． 直轄事業の国費には、地方公共団体の直轄事業負担金（3,609億円）を含む。

２． 有料道路事業等の事業費については、各高速道路株式会社の建設利息を含む。

３． 有料道路事業等の計数には、高速道路連結部整備事業費補助、特定連絡道路工事
資金貸付金、連続立体交差事業資金貸付金、電線敷設工事資金貸付金、自動運行
補助施設設置工事資金貸付金を含む。

４． 本表のほか、防災・安全交付金（国費9,677億円[対前年度比1.19]）、社会資本整
備総合交付金（国費6,900億円[対前年度比1.19]）があり、地方の要望に応じて道
路整備に充てることができる。

５． 本表のほか、東日本大震災からの復旧・復興対策事業として社会資本整備総合交
付金（国費116億円[対前年度比1.12]）があり、地方の要望に応じて道路整備に充
てることができる。

６． なお、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（令和2年12月11日閣
議決定）」、「現下の資材価格の高騰等を踏まえた公共事業等の実施に必要な経
費」、「高速道路の料金割引に必要な経費」については、事項要求を行い、予算
編成過程において検討する。

７． 本表のほか、行政部費（国費9億円）及びデジタル庁一括計上分（国費16億円）等
がある。

（参考）
前年度（令和3年度）における社会資本整備総合交付金（道路関係）の交付決定状況
（令和4年3月末時点）について

　　［当初予算］ 
　　・防災・安全交付金　国費3,372億円 
　　・社会資本整備総合交付金　国費1,640億円 
 
　　［補正予算］ 
　　・防災・安全交付金　国費1,311億円 
　　・社会資本整備総合交付金　国費410億円

改 築 そ の 他 1,270,160 1,270,160 1,064,419 1,064,419 1.19 1.19 

維 持 修 繕 519,767 519,767 422,575 422,575 1.23 1.23 

諸 費 等 112,673 112,673 107,335 107,335 1.05 1.05 

補 助 事 業 1,043,399 603,384 878,295 504,924 1.19 1.19 

高規格道路、IC等アクセス道路その他 548,017 303,304 471,895 260,627 1.16 1.16 

道路メンテナンス事業 476,695 274,800 388,604 223,414 1.23 1.23 

除 雪 18,687 12,458 17,796 11,864 1.05 1.05 

補 助 率 差 額 ― 12,822 ― 9,019 ― 1.42 

有 料 道 路 事 業 等 2,930,584 11,644 2,315,504 11,687 1.27 1.00 

合　計 5,876,583 2,517,628 4,788,128 2,110,940 1.23 1.19 

　

９
月
２
日
（
金
）
、
東
京
都

千
代
田
区
の
海
運
ク
ラ
ブ
に
お

い
て
、
令
和
５
年
度
道
路
関
係

予
算
概
算
要
求
概
要
説
明
会

が
、
全
国
道
路
利
用
者
会
議
・

道
路
整
備
促
進
期
成
同
盟
会
全

国
協
議
会
の
共
催
に
よ
り
開
催

さ
れ
た
。

　

利
用
者
会
議
関
係
の
地

方
会
議
、
特
別
会
員
、
道

路
ユ
ー
ザ
ー
団
体
及
び
道

路
整
備
促
進
期
成
同
盟
会

全
国
協
議
会
関
係
者
等
約

２
４
０
名
が
参
加
し
た
。

　

は
じ
め
に
、
髙
垣
廣
德

道
路
整
備
期
成
同
盟
会
全

国
協
議
会
会
長
（
広
島
県

東
広
島
市
長
）
が
挨
拶
を

行
っ
た
。

　

続
い
て
、
国
土
交
通
省
か
ら

鎌
原
総
務
課
長
、
沓
掛
企
画
課

長
、
髙
松
環
境
安
全
・
防
災
課

長
が
出
席
し
、
道
路
関
係
の
令

和
５
年
度
概
算
要
求
概
要
に
つ

い
て
説
明
を
い
た
だ
い
た
。
説

明
終
了
後
に
は
質
疑
応
答
や
意

見
交
換
が
行
わ
れ
た
。

令
和
５
度
道
路
関
係
予
算
概
算
要
求
概
要
説
明
会

　

事
業
別
で
は
、
直
轄
事
業
の

事
業
費
及
び
国
費
が
１
兆
９
，

０
２
６
億
円
（
対
前
年
度
比

１
・
19
）
、
補
助
事
業
の
事
業

費
が
１
兆
４
３
４
億
円
（
対

前
年
度
比
１
・
19
）
、
国
費
が

６
，
０
３
４
億
円
（
対
前
年
度

比
１
・
19
）
、
有
料
道
路
事

業
等
の
事
業
費
が
２
兆
９
，

３
０
６
億
円
（
対
前
年
度
比

１
・
27
）
、
国
費
が
１
１
６
億

円
（
対
前
年
度
比
１
・
00
）
と

な
っ
て
い
る
。

　

こ
の
他
に
、
防
災
・
安
全
交

付
金
（
国
費
９
，
６
７
７
億

円
）
、
社
会
資
本
整
備
総
合
交

付
金
（
国
費
６
，
９
０
０
億

円
）
が
あ
り
、
地
方
の
要
望
に

応
じ
て
道
路
整
備
に
充
て
る
こ

と
が
で
き
る
と
し
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
東
日
本
大
震
災
か

ら
の
復
旧
・
復
興
対
策
事
業
と

し
て
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付

金
（
国
費
１
１
６
億
円
）
が
あ


